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本年6.月30日 、科 学技術 政策研 究所長 を拝命いた しま した沖村
憲樹 でござい ます。
我が国は、世界 に大 きな影響 を及 ぼす成熟 した先進経 済大 国 とし
て成 長致 しま したが、他 方、将来を考 える と極 めて厳 しい局面 を迎
えてお ります。
これ は、科学技術 にお いても例外 ではあ りませ ん。 このよ うな情
勢の もと、21世 紀 に向かっての効果的な科 学技術政策 の展開 に資
す るための科 学技術政策研究 を強化 、充実 してゆ く必要 があ ります。
以上 のよ うな認識 に立ちつつ科学技術政策研 究所は、 国際的視野
に立 った政策 、イ ノベー シ ョンの基礎 となる理論 を確立す るための研究 、政策上の重要課題 とな っ
てい る諸事項 に関す る実証的調査研 究を進 めてお り、その研 究成果 は国内はも とよ り、世界的 にも
注 目されっっ あ ります。 また国際的 にも海外研究所 との書簡 交換等 に基づ く研 究交流、 国際 コンフ
ァレンスの開催 な ど広 く世界 に開かれ た研 究所 を 目指 し活発 な活動 を続 けてお ります。特 に本年6
月 に開かれ ま した 「技術予測国際 コンファ レンス」は海 外機 関、国際機 関等か らの多 くの参加を得、
国内外 の注 目を集 めて開催 された と聞いてお ります。
これ は前所長 と研究者各位 の並々な らぬ努力の賜物であ り深 い敬意 を表す次第であ ります。
当研究所 も設立8年 目を迎 えい よいよ助走期間 を終え、これ までの研 究成果 を踏 まえっっ、新 た
なる飛躍の段階に入 った と認識 してお ります。 こらか らは当研究所が21世 紀 にお ける科 学技術政
策分野 のセ ンター ・オブ ・エ クセ レンスと呼ばれ ることを 目指 して皆様 方の ご支援 を受 けっっ、職
務 に適遣 して参 りたい と存 じます。
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繍研舘挨拶
このたび本年6月30H付 をもちま して総務研 究官に就任 しま した林 光夫で ございます。
これ まで原子力分野 において保 障措置 に携わ って参 りま したが、 このたび科 学技術 政策研 究に携
わるこ とにな りま した。
科学技術政策研 究所は柔軟で開かれ た研究所 を 財 旨して、新 しい科学技術 政策 を生み出す べ くイ
ノベー シ ョンシステム、科学技術指標 、地域科学技術 政策 の体系化等に関す る理論 的研 究、人材 問
題、技術予測 、技術貿易、地球環境等 の政策上の重要課題 に関す る実証的研 究を推進 し、国際的に
も著名 な研究成果 を挙げ るとともに、国際交流について も世界 に広 く開かれ た研 究所 を 目指 し、過
去9回 にわた る国際 ワー クショ ップの開催 、STAフ ェ ロー シ ップ等に よる外 国人研 究者 の受 け入
れ、海外研究機関 との書簡交換 に基づ く研究交流な ど活発 な活動 を行っている と聞いてお ります。
また来年2月 に開催 予定のイ ノベー シ ョン調査に関す る国際 コンファ レンスについては私 として も
微力なが ら参画 して参 りたい と存 じます。
研 究部門 を総括 、指 導す る総務研究官 として所長 のご指導の下、当研 究所 を科学技術政策研究分
野にお ける中核 的研 究機 関(COE)と す るため、私 のこれ までの経験 を生 か して各 グルー プの研
究にい ささかで もお役 に立つ ことがで きれば幸いに存 じます。
1.最 近 の 動 き/CurrentTopics
○研究会等/ReSearChMeetingS
・ 「アジアの科学技術 政策に関する研 究会」の第2回 会合 を6月5日 に開催 した。
第2回 会合で は、韓 国の最近の政治経済の変化 とそれ に対応 した科学技術 政策の動 き、特 に最
近 の科学技術分野 にお ける国際化策 の現状 を中心に議論 を行 った。
さらに、韓国の 自然科学研 究の現状 と今後の課題 について検討 した。
○ 主 要 来 訪 者 一 覧/ForeignVisitorstoMSTEP
6/8(木)LeeKongRae(韓 国 科 学 技 術 研 究 院 科 学 技 術 政 策 管 理 研 究 所 責 任 研 究 員)
ChoHyunDae(〃 〃 先 任 研 究 員)
/26(月)Dr.AndrewPik(オ ー ス トラ リア ・リサ ー チ ・カ ウ ン シ ル)
/27(火)Dr.Jean-PierreChevillot(欧州 委 員 会 国 家 専 門 家)
Dr.JacquesMoret-Bailly(仏デ ィ ジ ョ ン 大 学 教 授)
Dr.Jean-FrancoisSabouret(仏CNRS日本 支 部 長)
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ll.レ ポ ー ト紹 介/HighユightofthenewReport
「地域 におけ る科 学技術振興 に関す る調査研究(第2回 調 査)」 の概要
1.本 調査研 究の背景 と目的
近年 の科 学技術や地域 を巡 る変化が大 きい中、地域 におけ る科学技術 にお いてもそ の重要性 は高
ま り、新 たな動き も種 々見 られ てい る。 しか し、従来 こ うした地域 にお ける科学技術活動の動 向を
明 らかにす る基礎 資料 はほ とん どなか った。 そこで科学技術 政策研 究所 は、地域科学技術政策 を検
討す るために必要 な実態把握 を総合的に行 うこ とが重要 と考 え、先ず、地域科学技術 活動の主要主
体 の1っ であ る都道府県及び政令指定都 市の科学技術 政策を明 らかにす るための調査研 究 を実施す
ることとした。
第1回 調査 は、1990年度(平成2年 度)を 調査対象年度 として行い1992年度 に公表 した。今 回の調
査 は、前回調査 か らの継続性 を前提に しつつ も、調査対象範 囲拡大 のた めに 「第3セ クター、財 団
法人 等の研 究機 関、研 究開発支援機 関にお ける研究活動等の現状 に関す る実態調査」 を実施す る と
ともに、調査精度 向上 のために質問項 目等 を一部変更 した。
2.本 調査研究結果の要点
(1)審議会、専任部署、基本指針 の設置 ・策定状況
科学技術関係審議会 は10道府 県で、科学技術政策担 当専任部署は9道 県で設置 され てお り、科 学
技術 政策の基本指針は12道府 県で策 定 されてい る(い ずれ も1995年度末現在)。 審議会 の設 置、専
任部署の設置及び基本指針の策 定の全 て又 はいずれ かを行 っている県は16道府 県に も上 り、全都道
府県 の約3分 の1に な っている。
なお、前回調査時か らの変化 は次 の通 りであ る。
1990年度末
審議会の設置11道 府 県
専任 部署の設置3道 県
基本指針 の策 定5府 県
(2)地域科 学技術 関係経費(総 額)
1995年度 末
→10道 府 県(こ の 間
→9道 県
→12道 府 県
、4県 廃 止 、3県 新 設)
1992年度 の科 学技 術 関係 経 費 は、47都道府 県 が合 計5,751億円、12政令 指 定都 市 が合 計389億円 で 、
合 わせ て6,140億円で あ り、 これ は 国 の科 学 技術 関 係経 費(1992年度)2兆1347億 円 の29%に 相 当す
る。
財 政 歳 出総 額 に 占め る割 合 で比 較 す る と、 国 が一 般 会 計 の1.4%を占め るの に対 し、都 道 府 県 ・政
令 指 定 都 市 は普 通 会 計 の1.IO/・を 占め て い る。
なお 、1990年度 か ら2年 間 の伸 び で 比 較す る と、国 が1]%な の に対 し、都 道府 県 ・政 令 指 定都 市
は18%と 高 い。
(3)地域科 学 技術 関係 経 費(所 管 部 局 別 内訳)
1992年度 の科 学 技術 関係 経 費(都 道 府 県)を 所 管 部 局 別 に み る と、農 林 水 産 系 が一 番 多 く36%を
占め 、 次 い で 商 工 系27%、 企 画 ・総務 系15%の 順 で あ る。 これ を前 回調 査 と比 較 す る と(比 較 可 能
な45道府 県ベ ー ス)、 農 林 水 産 系 は比 率 を下 げ(40.2%→38.8%)、県 民生 活 系(3.2%→4.4%)と教
育 系(4.1%→4.9%)は比 率 を上 げ て い る。
(4)地域科 学 技 術 関係 経 費(目 的別 内訳)
1992年度 の 科 学 技術 関係 経 費(都 道 府 県)を 目的別 にみ る と、 多 い順 に 、公 設 試 験 研 究 機 関(
61.7%)、高 等 教 育機 関(19.1%)、財 団 法人 等 の研 究 開発(支 援)機 関(5.5%)、啓 蒙 普及(5.0%)とな る。
これ を前 回 調 査 と比較 す る と(比 較 可 能 な45道府 県ベ ー ス)、 公設 試(67.3%一→6L6%)が比 率 を下 げ
て い るの に 対 し、 高等 教 育機 関(19.3%→19.8%)、啓 蒙 普 及(3.1%→5.3%)、財 団法 人等 の研 究 開発(支
援)機 関(2.7%→4.1%)が比 率 を上 げ て お り、公 設 試 中心 の政 策 か ら種 々 の科 学 技術 政 策 へ と多様 化 が
進 ん で い る。
45道府県の平成2年 度 と平成4年 度の科学技術関係経費の目的別内訳比較
(東京都、長崎県、政令指定都市を除 く)
平成2年度
平成4年度
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(5)地域 科 学 技 術 関係 経 費 の都 道府 県比 較(財 政 歳 出 に 占め る経 常 的 経 費 の割 合)都 道 府 県(政
令 指 定 都 市 分 を含 む)の 科 学 技術 関係 経 費 を各 部 道府 県 の財 政 歳 出 に 占め る経 常 的 な科 学技 術 関係
経 費 の割 合 で 比 較 す る と 、上位5番 は 、福 井 県(2.12e/・)、秋 田県(1.89%)、滋賀 県(1.64%)、山形 県
(1.47%)、青森 県(1.43%)で、 下位3番 は 、京 都 府(O.43Q/e)、東京 都(0.45%)、福 岡 県(0.46%)であ る。
最 大 最 小 格 差 は5倍 。 平 均 は0.78%であ る。
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(6)地域 科 学 技 術 関係 経 費 の都 道 府 県 比 較(事 業性 格 別)
都 道 府 県(政 令 指 定都 市分 を含 む)の 科 学 技術 関係 経 費(経 常 的 経 費)を 事 業性 格 別 にみ て比 較
す る と、農 林 水 産 の構 成 比 が大 き い上 位5番 は 、 島根 県(76.4%)、岩 手 県(72.3%)、宮 城 県(72.2%)、
鳥 取 県(71.8%)、北 海 道(70.0%)であ り、 商 工 の構 成 比 が大 きい 上位5番 は 、 山形 県(60.1%)、広 島 県
(57.2%)、大 阪府(56.8%)、秋 田県(53.0%)、福 井 県(46.3%)であ る。 ま た 、農 林 水 産 と商 工 を合 計 し
た構 成 比 で は 、都 道府 県全 体 で72.5%を占め 、90%以上 を 占め る県 も10県あ る(青 森 、岩 手 、 山形 、
長 野 、静 岡 、 鳥 取 、香 川 、熊 本 、大 分 、 宮崎)。 一方 、 農 林 水産 と商 工 を除 い た 環 境 土 木 ・保 健 衛
生 、 県 民 生活 、教 育 、企 画 総 務 の合 計 の構 成 比 でみ る と、 上位5番 は 、滋 賀 県(63.2%)、東 京 都(
60.1%)、兵 庫 県(57.2%)、愛媛 県(56.0%)、神 奈 川 県(53.7%)であ るが 、 この構 成 比 が50%を超 え る の
は 、 これ ら5都 県 と茨 城 県 の 合 計6県 に過 ぎず 未 だ少 な い。
(7)公設 試 験 研 究 機 関 の機 関 数 、経 費 、研 究 員 数 等
公 設 試 験 研 究 機 関(「 公 設 試 」)の 機 関数 は 、都 道府 県 の公 設 試 が555機関 、政 令 指 定 都 市 の公 設
試 が20機関、 合 わせ て575機関 で あ る。 これ を事 業性 格 別 に み る と、農 林 水 産 が335機関(58.3%)、商
工 が117機関(20.3%)、環 境 土 木 ・保 健 衛 生 が117機関(20.3%)、そ の 他 が6機 関 で あ る。
!992年度 の公 設 試 関係 経 費 は47都道 府 県 の合 計 で3548億円 、12政令 指 定都 市 の 合 計 で169億円 、合
わせ て3717億円 で あ る。
公 設 試 の研 究 員 数 は 、都 道府 県が14,788人、 政 令指 定都 市 が604人で 、合 わ せ て15,392人で あ り、
国 立 の 自然 科 学 系研 究機 関(大 学 関係 機 関 を除 く)の 研 究 員 数9,256人の1.66倍に あた る。
公 設 試 の1機 関 当た り研 究員 数 は27人で 、 国 立 の 自然 科 学 系 研 究機 関 の127人に比 べ約5分 の1の
規模 で あ る。
(8)理科系高等教 育機 関関係経費
公 立の理科 系高等教 育機i関は37都府県に存在 し、計61校ある。
都道府 県 ・政令指 定都 市の理科系高等教育機 関に係 る経費は、公設試 関係経費 に次い で多 く、
1,262億円(21%)である。都道府県別(政 令指定都 市分 を含む)で は、大 阪府(286億円)、福 島県(24
8億円)、京都府(130億円)が特に多い。
(9)第3セクター、財 団法人等 の研究開発(支援)機関の設立動向
都 道府 県 ・政令 指定都 市の出資 出損 によ り設 立 された研究開発(支援)機関は166機関である(1992
年度末 現在)。この うち、75機関が国の制度 関連で設立 され てお り、内訳はテ クノポ リス法又は頭脳
立地法関連 が一番 多 く39機関で 、次いで、生研機構11機関、 リサーチ コア10機関である。
設 立時期別 にみる と、166機閑中144機関は1983年度 のテ ク ノポ リス法以後 に設 立 され ている。 ま
た、前回調査 以後 の1991,1992年度 の2年 間 にも32機関が設 立 され てお り、1983-1990年度 に設立 さ
れ た機 関 と比 べる と、国の制度 関連でな く地方公共団体独 自に設立 され た機 関の比率が大 き くなっ
てい る。
また、都道府 県 ・政令指定都 市の 出資出掲 に よ り設 立された研 究開発(支援)機関の資本金 ・基本
財産 は回答 のあった139機関合計で2,324億円である(前 回調査結果では121機関、1,947億円)。 こ
の うち、地方公共 団体 の負担割合は37%(865億円)であ る。
(10)「再編済み」公設試 と 「未再編」公設試 との比較
回答 を得 た公設試450機関を組織体制 の大幅な再編 を行 った機関107(「再編済み」公設試)と 未
だ行 っていない機 関275(味 再編」公設試)と に分けて比較 した ところ、学歴構成 、業務成 果 ・研
究成果 、外部 か らの研究 費受 け入れ、共同研 究等 にお いて違いが見 られ る。
機器 ・製品開発等
}支'es1-}旨ミ尊 ・4目言炎1/1GOO
依頼検査 ・試験1/1000
論文1/10
特許
o 1 23
1機関当たり件数
注:「技術指導 ・相談」 「依頼検査 ・試験」件数は
1000分の1、 「論文」はlO分 の1に縮減し
てグラフ化した.
翻 「再焉済み、
口 「未再編、
圏 「新設、
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(11)第3セクター、財 団法人等 の研究開発 実施機 関の多様 性
第3セ クター 、財団法人等(f3セ ク財 団」)の 研 究開発 実施機 関41について、研 究活動 の元に
なる諸投入要素 の構成 をみ る と、研 究設備所有形態(所 有借用別)、 研 究員構成(正 職員 、出向者
等)、 研究費構成(自 主財源、外部財源)に お いて極 めて多様 なパ ター ンが見 られる。
6
「3セ ク ・財団」研究開発実施 機関
における研究員構成パ ター ン
パ タ ー ン
#
正 式採用
期限無
正式採 用
期限付
出向
有給
出向
無給
該当
機関数　
1 ○ ○ ○ ○ 0
2 ○ ○ ○ × 1　
3 ○ ○ × ○ 2
4 ○ ○ × × 3『
5 ○ × ○ ○ 2
6 ○ × ○ × 6　
7 ○ × × ○ 4一
8 ○ × × × 4
9 × ○ ○ ○ 0
10 × ○ ○ × 2
11 × ○ × ○ 0
12 × ○ × × 1
13 × × ○ ○ 0
14 × × ○ × 5
15 × × × ○ 7
16 X × × × 0
無記入 4
合計 41
(12)公設 試 と3セ ク財 団 との比 較
公設試 と3セ ク財団 の研究開発 実施機 関 とを比較 した ところ、主要研究分野 、年齢構成 、学歴構
成、研究成果等 で顕著 な違いが見 られ る。
研究員の学歴
博士課程卒
修士課程卒
学部卒
高校、高専、短大卒
その他
0 20
注:各 社関における研究員の学歴構成のシェアを単純
平均し7こものである。
?
?
60 80
國 公設譲
国3セ ク順掴
(第4調査研 究グループ、第2研 究 グループ)
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皿.そ の 他/OtherTopics
○人事往 来
・4月1日付 けで、野 中郁 次郎 一橋大学商学部教授 が当所第1研 究 グル ープ総括 主任研 究官 の併任
を解 かれ 、新たに後藤 晃 一橋大学経済学部教授 が第 ユ研究 グループ総 括主任研究官 に就任 した。
・6月30日付 けで、坂 内富士男 所長 が辞職 し、後任には沖村 憲樹 研究 開発局長が就任 した。
また、柴 田治呂 総務研究 官が長官官房 付に転 出 し、後任 には林光夫 原子力安全局保障措置課
長 が就任 した。
さ らに、7.月IH付けで、佐藤勇 総務課長が放射線 医学総合研 究所管理 部庶務課長 に転 出 し、後
任 には吉 田優 航 空宇 宙技術研究所管理 部安全施設課長が就 任 した。
??
?
○海 外出張
・6/4～6/13権田第2研 究 グルー プ総括主任研 究官(ベ ル ギー 、アイル ラン ド、スペイ ン)
EU地 域科学技術政策 に関す るコンファレンス等
・/19～/26坂 内所長(ア メ リカ)
技術予測国際会議 「研究 開発計画の技術予測」
・/25～7/2木 場第3調 査研 究グルー プ上席研 究官(オ ランダ、 フランス)
OECD代 表 部 との打合せ及び科学技術政策 レビューに関する ワー クシ ョップ
編集 ・発行 科 学 技 術 庁 科 学 技 術 政 策 研 究 所 「政 策 研 ニ ュ ー ス 」 編 集 委 員 会
(担当:情 報 分 析 課)
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